











































































































































































?@目 1964年 1965年1966年 1967年 1968年 1969年計
産　業　基　盤　計 10，306 11，665 12，358工5 60220，99526，90597，831
（全体に対する割合） （57％） （63％） （54％） （54％） （53％） （55％）（55．3％）
うち　道　　　　路 1，7561，980 2，6103，9544，701 6，1221，123
（1L9％）
鉄　　　　道 345 L540！，599 1，8306，3007，131 18，745
（10．6％）
港　　　　湾 1，ユ01 1，691L249 948 1，311 1，302 7，602
（4．3％）
通信施設 2，258 3，6115，358 5，301 6，2137，740 30，481（17．2％）
生　活　基　盤　計 7，6846，g9210，408 13，07618，5322，445 79，137
（全体に対する割合） （43％） （37％） （46％） （46％）（47％） （45％） （44．7％）
うち住宅・住宅用地 3，534 3，8015β297，322 11，708 13，60945β03
（25．6％）
教　育　施　設 L253 848 1β80 1，9392，202 2，568 10，190
（5．8％）
下　　水　　道 420 476 627 707 9491，506 4，685
（2．6％）
し尿処理施設 232 156229 263 158 一 1，038（0．6％）
ごみ処理施設 一 57 115 99 116 335 722（0．4％）





























分 金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比
? ? ? ?
?
国直轄事業 1，2025．9 2β0110．9 2，1268．4 2，4137．7業
主 県　　事　　業 5β5428．6 4，13919．5 3，90815．5 6，43620．7
体
別 市町村事業 3，24215．8 3，78817．9 5，03619．9 5，70618．3
公社公団事業 10，19249．710，92951．714，19656．2工6，62353．3
国　庫　負　担 2，341ll．4 3，01514．2 3，586！4．2 5，27816．9
経
県　　負　　担 5，00724．4 3，35915．9 2，819lL24，58314．7?
うち地方債 3，002（66．3） L761（52．4） 1，819（64．5） 2，649（57．8）?
市町村負担 2，59512．7 3，04414．4 4，178！6．5 4，43512．2?











事 国直轄事業 1，8924．5 2，2774．4 4，4518．0 16，6626．7業
主 県　　事　　業 8，56720．4 9，73218．8 9，85417．7 48，49019．6
体
別 市町村事業 7，60018．110，54520．312，93123．3 48β4819．7
公社公団事業 23，96857．029，29656328，4935LO133，69754．0
国　庫　負　担 5，15112．3 5，75811．1 8，23014．8 33β5913．5
経
県　　負　　担 6，45115．3 7，81515．1 7，62813．7 37，66215．2?
うち地方債 2，407（37．3） 4，781（61．2） 3，276（42．9） 19，695（52．3）?
市町村負担 5，94014．1 8，80917．011，08720．0 40，08816．2担
うち地方債 2，710（45．6） 3，673（41．7） 4β12（38．9） 18，746（46．8）
別















































? ??? 工業出荷z （名目額）







岡山県南 6，9945149117 28，1967，4734060 123 39，9589，60032 68
徳　　島 3，3775446 50 4，694 3，5554060 53 6，548 5，60043 57
東　　予 2，0996931 50 10，265 3，7154456L5013，550 4，90035 65
大　　分 3β226436 56 6，423 5，2484060 61 12，431 5，9003763
工特地区
備　　後 4，7046040 63 17，2874，9983367 86 19，0827，2003565
播　　磨 9，6475446 78 29，902ll，4213367 15541，870 19，0002377

















































区分 県単独措置の 不均一課税によ 交付税に　よ　る 実　　　質　　　県
奨励金交付額 る　県税減免額 ①　　＋　　② 減収補て　ん額 負　　　担　　　額
年度 ① ② ③ ④ ③一④
1956年 2，768 一 2，768 一 2，768
1958年 34，306 一 24β06 一 34，306
1960年 15，843 一 15，843 一 15，843
1962年 44，838 一 44，838 一 44，838
1964年 55，610 一 55，610 一 55，610
1966年 7，144 41，202 48，346 32，962 15β84
1968年 7，421 287，627 295，048 230，022 65，026
1970年 3，823 150，294 154，117 120，228 33，889







































1965年 10 42，310 33，848
ユ966年 8 28，606 22，885
1967年 7 59，000 47，200
1968年 9 280，036 224，029
1969年 7 l16，336 93，067
1970年 6 135，533 108，424
1971年 10 276，475 22L179
（2） （43，090） （34，472）
1972年 6 146，837 117，470
1973年 8 233β65 186，692
1974年 3 82，315 65β52
1975年 5 145，518 116，415
1976年 9 225，653 180，522
（1） （8，713） （6、970）






























































年　度 金　　　　　　額 年　度 金　　　　　　額
1959年 569 1970年 1，304，000
1960年 1，020 1971年 1，753，815
1961年 10，477 1972年 2，050，072
1962年 94，859 1973年 1，058，765
1963年 122，277 1974年 1，686，089
1964年 139，631 1975年 1，541，977
1965年 183，306 1976年 1，400，854
1966年 245，022 1977年 1，167，252
1967年 356，520 1978年 668，358




































費　　　　目 事　　業　　費 構成比 実　施　年　度
公共用地目取得事業 12，446，482 27．0 1960～75
地区開発事業 27，047，131 58．8 1960～85
都市再開発事業 3，668，983 8．0 1960～85
1962～63
受　　託　　事　　業 872，614 L9 1966～73
1983～85
住宅建設事業 637β27 1．4 1960～65


















































諱@分 1961年 1962年 1963年
?
道　　　　　　路 57 143 59 259
港　　　　　　湾 10 一 一 10
保　安　施　設 6 一 一 6
文　教　施　設 101 101 173 375
厚　生　施　設 24 25 70 119
河　　　　　　川 一 1 3 4
下　　　水　　道 一 14 8 22
公　　　　　　園 一 3 ㎜ 3
公債費その他 5 78 125 208
計 203 365 438 LOO6
注）倉敷市総務課資料により作成。
　厚生施設には市営住宅，保育所，衛生施設などを含む。
高校新設などの受託事業も行っている。その事業費は，1973年度～85年度ま
でで総額843億1900万門に達し，その大部分を借入金によって事業着手し，
収益の一部も自己資金として活用している。
　なお，ほかに岡山県関係の公社として，福祉事業団（1962年設立，以下設
立年），林業公社（1965年），畜産公社（1966年），農地開発公社（1971年）な
どが設立され活動した。また，第3セクターに，岡山空港ビルディング株式
会社（1962年）のほかに財団法人岡山県環境保全事業団（1974年）なども設
立され，公害・環境対策，産業廃棄物の処理などが行われるに至った。
　b．倉敷市の公社・第3セクター
　一方，倉敷市においても地方公社などが開発行政に大きな役割を果たし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ふとうた。すでに昭和20年代から倉敷運輸株式会社（1953年），児島埠頭株式会社
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（1957年）などが設立されている（13｝。
　水島地区の開発に伴う後背地の公共投資をになった団地に，1961（昭和
36）年設立された「倉敷市都市開発期成会」があった。任意の団体で，倉敷
市長・市議会議員などのほか水島進出企業12社を会員として構成されたもの
で，同市の都市開発事業つまり水島工業基地の後背地の「先行投資」を目的
に資本金3000万円で設立された。会員たるコンビナート関係企業12社の地元
銀行への預金を担保に，この団体の発行する債券（起債許可を受けた地方債
ではなく「ヤミ起債」とも呼ばれた）を引き受けてもらい事業資金の借り入
れを行ったものである。開発に伴う膨大な都市財政需要に対する民間資金活
用の一形態として考案されたものである。1961年度～63年度までの民間から
借り入れ額は合計9億3000万円，実際の支出額は，表8にみる通り合計約8
億円，公債利子分を入れて10億600万円におよび，3年間の市普通会計歳出
の2割以上となった。
　この会計の支出の内訳をみると，道路，港湾，保安施設，文教施設，厚生
施設などがみられる。道路投資では都市計画街路と市道整備などが，文教施
設では，小・中学校の用地の先行取得，厚生施設では市営住宅，保育所の土
地買収などが中心を占めた。つまり，工業開発に伴う用地難などを考慮し公
共用地の先行取得を行おうとしたものであった。
　この会計では，ほかに市の一般会計より補償金1億5000万門を支出した。
この期間の市普通会計に占める公債の割合は，5％前後が望ましいとされて
いたから20％前後の民間からの「起債」は実に多額であり市財政の圧迫要因
となり，市財政危機の原因となった。さらに第2期成会なども計画された
が，1963（昭和38）年末からの自治省の行政診断によりこういった起債方式
の問題点が指摘され，勧告を受けて廃止することとなり，翌1964年度の一般
（13）拙稿「都市行政と地方公社公団」r都市問題』第62巻第12号，東京市政調査会，1971年
　12月。
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会計総務費からの補助金として10億3000万円を期成会に繰り入れることで解
決が図られた。このため市財政一般会計収支は赤字となり，自主再建団体の
申請を行い同準用団体の指定を受けることとなったのである（14）。
　しかし，このような用地の先行取得を通じて，市営住宅（倉敷・児島・玉
島3地区で1968年度までに第1種，第2種，その他を含め合計1019戸を建
設），製鉄会社売却用の住宅団地などの建設が促進された。
　都市開発期成会の設立に伴う財政再建問題が解決し，3市合併（1967年2
月）をへた後，倉敷市は，1968（昭和43）年10月28日，財団法人倉敷市開発
公社の営業許可を岡山県知事から得て同年11月1日営業を開始した。この公
社は，市からの出資金3000万円で設立，市長が理事長を兼任，理事には県職
員も参加している。！968年末から1969年度にかけほぼ5億円の事業予算で民
間銀行からの借り入れ（主として市の銀行預金残高を活用）を行い，学校，
道路，住宅などのための主として用地の先行取得を行った。なお，倉敷市は
その後勤労者総合福祉センター・文化センター・市民会館などの建設に伴う
用地取得の必要にも迫られた。このほか，倉敷市の地方公営企業会計のう
ち，水島地区の開発と最も関係の深い市営水島鉄道が臨海鉄道方式（第3セ
クター）に移行した。この鉄道は，戦時中の岡山県の工場誘致政策により三
菱重工業が設置（1941年4月）されて後1943（昭和18）年7月1日，同社の
専用鉄道として開通をみたものであった。戦後1947年に株式会社水島工業都
市開発を設立，同会社経営による同会社の専用鉄道（1948年6月認可）とし
て営業を進めた。しカ〕し，同社の経営が悪化し破産状態となったので倉敷市
（高橋勇雄市長）が水島鉄道を買収し，1952（昭和27）年4月より市の交通
局の管理のもとで運営された。1950年代後半からの鉄鋼・石油コンビナート
各社の誘致に伴い，各社工場への引込専用線，操車場その他の拡張工事も相
次ぎ，実長10㎞に延長されたが，乗降客人員が通勤通学以外は少なく，赤字
（14）前掲，「倉敷市の財政」参照。
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経営の連続であった。営業収支（旅客貨物運賃）の赤字に加えて企業債発行
の残高も1969年9月末には，3億7428万円に達していた。
　こういつた経営事情の悪化に加えて，旧国鉄山陽本線との連絡運輸問題と
しての倉敷駅改良工事，水島地区の工事出荷額の増加に伴う車両増強，C地
区への路線延長，コンテナ基地への設備投資などで約17億円の資金が必要と
なり，将来の市負担が大きいと判断された。倉敷市は，臨海鉄道方式（いわ
ゆる代3セクター型運営）への移行を検討，荷主企業，国鉄などと相談，
1969（昭和44）年10月，両者と市との合意が成立した。交通局労働組合など
との数回にわたる交渉の後，労働組合との合意も成立，1970年1月の市議会
の移行議決をへて，同年1月31日水島臨海鉄道株式会社創立総会をもち（2
月2日登記）4月より営業を開始した。
　臨海鉄道方式は，川崎・名古屋・鹿児島など先進工業開発地区ですでに取
られていた経営：方式で，旧国鉄・岡山県・倉敷市・企業の4者の共同出資に
よる株式会社形態をとった第3セクターであった。その出資金額は，1970年
7月以降現在まで8億5000万円で，出資構成は倉敷市3億円（35．5％），旧国
鉄3億円（35．5％），岡山県1億円（11．8％），一一般企業（50社）1億5000万
円（17．6％）の割合となっていた。この会社の設立にもみられる通り，開発
行政は，公社・第3セクター：方式で行われたことが大きな特徴となってい
た（15）。
むすびにかえて
　　　一拠点開発と地方行財政の対応にみる特徴点一
　以上，戦後日本の地域開発政策のうち拠点開発時代を中心とした地方行財
政の対応を岡山県南地区の事例をモデルとして見てきたのであった。拠点開
（15）前掲，「倉敷市の財政」参照。
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発時代の特徴的な点を今日の時点で改めてまとめてみると，
　第1に，本文では深くふれなかったが，戦後の国の地域開発政策の中で，
特定地域開発や新産・工特の地域開発が国の地域指定をめぐり，ある種の
「陳情合戦」を通じて行われたことであり，この点は，岡山県新産地区の指
定をめぐっても例外ではなかったことである。戦後日本一ある意味で戦前
から共通した地域現象の一つでもあるが一の地域開発は，それが「拠点」
の形をとる限り，このような地方行政当局一地元経済界や住民上層などを
巻きこむ一の「陳情型」の形態をとって行われたことである。
　第2に，戦後の国の地域開発政策は，地方の「先行的な実験」を通じて行
われていることであり，岡山県南地区などがその「優良’eデル」の一つとさ
れてきたことである。この中で，特に，岡山県がその時々の地域開発におい
て国の政策に先駆けた「先行的な」公共投資を行うことがしばしば見られ
た。例えば，すでに特定地域開発時代の1954年，県独自の旭川ダム建設事業
を完成させ，その維持・管理事務事務を処理する「電気局」を県行政機構の
中に新設し置いたことであった。また，地域開発への地方行政機構の対応と
して，戦後いち早く企画部門を設けたことにもあらわれていた。
　第3に，新産・工特地区の公共投資政策において，国の補助率のかさ上げ
や新産・工特債の発行を認めたこともその一つだが，特に，工場誘致への租
税特別措置（地方税法第6条，第7条にもとつく）の一環として，岡山県や
倉敷市をはじめとする地区内市町村の企業誘致条例及びその後県・市単独の
企業との協定などが認められたことであった。
　第4に，地域開発下の公共投資において国の財政投融資活動にかかわる公
社・公団の投資活動の役割も大きいが，特に（財）岡山県開発公社をはじめ
倉敷市都市開発期成会，（株）水島臨海鉄道など，地方公社・第3セクターを
中心とした公共用地取得を含む投資活動がかなり活発に行われたこと，など
であった。地方債許可制を中軸とした国の地方財政管理システムのもとでの
これら諸団体の活動の意義とそこでの若干の問題点などについても，すでに
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筆者はいくつか論稿を記してきた㈹。ともあれ，わが国の高度成長を支えて
きた戦後の地域開発が，地方「陳情型」の性格をとりつつ展開したこと，ま
た，いくつかの財政優遇措置一地方税条例主義のもとでの　　をともない
つつ，また，地方公社・第3セクター方式などを中心に展開してきているこ
となどは，その後の二全総，三全総，四全総下の地域開発一例えばその後
のテクノポリス地区指定やいわゆるリゾート法下の開発一の事例において
も引き継がれているのであり，次稿では，これらの問題を含むわが国特有の
地域開発財政の特質とその地方自治上の意義についても総合的な検討を加え
てみたいと思う。
（16）例えば前掲注（1）一④，⑥の文献及び，拙稿「地方公社論」r日本財政学会第29回大
　会報心服』！972年，所収並びに，拙稿「地方公社・第3セクター」吉岡健次・和田八束
　編r現代地方財政論』有斐閣，改訂新版，1982年所収，などを参照。
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